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「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置につい

て」の一部改正について（通知） 

 

 

 標記について、財務大臣から別添のとおり通知があったので遺漏のないよう措置され

たい。 

なお、本通知の実施に関し必要な事項は、整備計画局建設制度官から通知させる。 
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て」の一部改正について（財計第３５８号。令和６年１月３１日） 
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「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する

加点措置について」の一部改正について 
 

 
標記のことについて、「総合評価落札方式における賃上げを実施する企

業に対する加点措置について」（令和３年 12 月 17 日付財計第 4803号）の

一部を別紙のとおり改正し、令和６年１月 31 日から適用することとした

ので通知します。 



（別紙） 

 

「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置について」（令和３年 12月 17日付財計第 4803号）の一部を次のとおり

改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正後欄

に掲げる規定の傍線を付した部分で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

  

改 正 後 改 正 前 

  先般、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11

月 19日閣議決定）及び「緊急提言～未来を切り拓く「新しい資本主義」

とその起動に向けて～」（令和３年 11月８日新しい資本主義実現会議）

において、賃上げを行う企業から優先的に調達を行う措置などを検討す

るとされたことを受け、総合評価落札方式の評価項目に賃上げに関する

項目を設けることにより、賃上げ実施企業に対して評価点又は技術点の

加点を行うこととします。 

 適用対象となる調達、評価項目及び実施要領等は下記のとおりとなり

ますので、その実施につき遺漏なきよう適切にご対応いただくととも 

に、また、貴省庁関係の地方支分部局等の機関に対しても、周知徹底願

います。 

 

記 

 

［１～９ 略］ 

10 その他 

 （１）契約担当官等は、本制度を効果的に実施するため、必要な確認

を行うこととする。 

 （２）契約担当官等は、天災地変等やむを得ない事情により加点措置

の実施を適切に行う環境が整っていないときは、本通知による加

点を行わないことができる。なお、そうした事情が生じた場合に

は、財務省から別途通知を行う。 

  先般、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11

月 19 日閣議決定）及び「緊急提言～未来を切り拓く「新しい資本主義」

とその起動に向けて～」（令和３年 11月８日新しい資本主義実現会議）

において、賃上げを行う企業から優先的に調達を行う措置などを検討す

るとされたことを受け、総合評価落札方式の評価項目に賃上げに関する

項目を設けることにより、賃上げ実施企業に対して評価点又は技術点の

加点を行うこととします。 

 適用対象となる調達、評価項目及び実施要領等は下記のとおりとなり

ますので、その実施につき遺漏なきよう適切にご対応いただくととも

に、また、貴省庁関係の地方支分部局等の機関に対しても、周知徹底願

います。 

 

記 

 

［１～９ 同左］ 

10 その他 

  契約担当官等は、本制度を効果的に実施するため、必要な確認を行

うこととする。 

備考 表中の［ ］の記載は注記である。 

 


